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2026 年 8月 7 日 

2026 年 12 月期 第 2 四半期決算 説明要旨 

 

 

 

皆様こんにちは。日本ペイントホールディングス共同社長の若月です。本日もご多忙の中、ご参集いただきまして、

誠にありがとうございます。 

 

これより、2026年第 2四半期決算の概要について、ポイントを絞ってご説明いたします。 

 

なお、本日はマスコミの方々にもご参加いただいています。 
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冒頭、2点お伝えいたします。 

 

1点目は、今回 2026年通期の業績予想を見直しましたが、為替も足元の実勢に合わせて 2月の期初予想か

ら円安方向に見直しました。具体的には、米ドルは期初の 150円から下期 155円、通期では 156.8円に、人

民元は期初の 21.5円から通期 23.1円に見直しています。 

 

2点目は、調整後利益の定義について、PPA関連費用の取り扱いに若干の変更を加えており、併せて過年度数

値を遡及修正しています。これにより、グローバル競合他社との比較可能性も含めて、より当社の実力値を示すこと

ができるようになったと考えています。 
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続いて、第 2四半期の長期業績ヒストリカル推移をご覧ください。 

 

当社は、オーガニック成長と M&A の両輪により、売上収益、調整後営業利益、調整後 EPS を着実に拡大して

きました。この第 2四半期でも、中東情勢に伴う原材料価格の上昇など、不透明な事業環境が続く中でも、価

格転嫁やコストコントロールを進めることで、収益力を維持・拡大しており、こうした成長トラックレコードの延長線上

にあります。第 2四半期においては、前年対比で新たな M&A の上乗せはなかったものの、高いオーガニック成長に

伴う調整後営業利益の伸びが継続できていることが見て取れます。 
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次に、第 2四半期の決算概況についてご説明いたします。 

 

売上収益は 5,334億円、前年同期比で 19.4％の増収となりました。販売数量の増加、製品ミックスの改善に

加えて、為替も寄与しています。調整後営業利益は 949億円、前年同期比 30.4％の大幅増益となりました。

調整後営業利益率も 17.8％と、前年同期から 1.5ポイント改善しています。調整後 EPSは 29.4円、前年同

期比 31.7％の増加です。 

 

今回のポイントは、単に売上が伸びたということではありません。中東情勢などの不透明な環境下でも、増収効果に

加えて、原材料費率の改善、コストコントロールが機能し、利益率の改善につながった点が重要です。中東情勢に

伴う原材料価格の高騰は、地域や事業によって影響の出方が異なります。第 2四半期では、価格転嫁や原価

低減活動により吸収できていますが、下期にかけて影響がより表出する可能性があります。この点は楽観視せず、

各地域・事業で価格、調達、在庫、販管費を含めて管理していきます。 

 

セグメント別では、AOC で市場に底打ちの兆しが見られる中、原材料価格の上昇に対応した製品価格の引き上

げや販売数量の増加によって増収増益となりました。日本、NIPSEA中国以外、DGL（太平洋）でも販売数量

の増加や製品値上げなどが寄与し、それぞれ増収増益です。 

 

NIPSEA中国については、中東情勢に伴う原材料価格の高騰が中国不動産市場と消費者センチメントの弱さに

拍車を掛けました。そうした環境下、無理に拡販するのではなく、販売チャネルの規律、コスト効率、ブランド力の維
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持を重視することで、約 15％の利益率を確保することができました。中国市場の早期回復を前提にせずとも、利

益を守る経営ができていると認識しています。 
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続いて、2026年通期の業績予想修正についてご説明いたします。 

 

売上収益については、2月時点の 1兆 9,200億円から 2兆円へ、800億円上方修正しました。前年対比で

は 12.7％の増収を見込んでいます。 

 

今回調整後指標も数字で示しましたが、調整後営業利益で 3,160億円、調整後営業利益率で 15.8％、調

整後 EPS で 95.7円をそれぞれ見込んでいます。調整後営業利益は前年対比 13.6％の増益、調整後 EPS

は前年対比 10.0％の成長となる見通しです。 

 

第 1四半期、第 2四半期ともに好調に推移したことに加え、価格転嫁やコストコントロールが継続的に機能して

いることから、通期でも過去最高水準の売上収益・利益を更新する見込みです。 

 

一方で、第 1四半期決算時でも申し上げた通り、下期については一定程度慎重な前提を置いています。中国の

不動産市場は回復途上にあるものの、消費者センチメントは依然として厳しいものがあります。また、中東情勢を

背景とした原材料価格の上昇や米州住宅市場の不透明感なども継続しています。 

 

当社としては、市場の回復をあてにせずとも、引き続き価格転嫁や製品ミックスの改善、原価低減活動、販管費コ

ントロールを通じて、コスト上昇要因を吸収しながら、通期でも期初想定並みの収益性を維持できると考えていま

す。 

 



7 

 

なお、報告ベースでは、営業利益は 2,830億円と据え置きました。これは、為替による上方修正分に対し、M&A

関連費用や DGL（欧州）における事業変革費用などの一過性費用を織り込んでいるためです。また、EPSは

81.5円を見込みましたが、こちらも一過性費用や実効税率の影響を反映したものです。年間配当予想について

は 17円で変更ありません。 

 

当社としては、引き続き「株主価値最大化（MSV）」の観点から持続的な EPS成長を重視し、必要に応じて第

3四半期以降に見通しをアップデートしていきたい考えです。 
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次に、2026年通期業績予想の前提についてご説明いたします。 

 

好調な上期実績を踏まえ、下期での一定の調整を踏まえながらも、日本、NIPSEA中国以外、DuluxGroup

で調整後営業利益の見通しを引き上げています。 

 

他方、不動産市場や消費者センチメントの低迷が続く NIPSEA中国については、自動車用で見通しを据え置く

一方、TUC、TUB ともに期初予想を見直しています。 
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また、経済の不確実性が依然根強い米州で売上見通しを慎重に見込む一方、AOCは市場が底打ちの兆しを示

す中で見通しを維持しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

 

 

市況については、下期以降は前年対比で概ねフラットとなる想定です。 

 

日本では、第 2四半期に中東情勢に伴う供給不安や前倒し需要があり、建築用を中心に一時的に強い動きが

見られました。ただし、第 3四半期以降はこうした特殊要因を前提にしていません。 

 

NIPSEA中国では、自動車用は相対的に堅調です。TUC は、第 2四半期に中東影響で大きく落ち込みました

が、第 3四半期の市場は第 1四半期並みに戻ると見込んでいます。 

 

米州では、自動車生産や住宅需要に不透明感があります。AOC についても、最終需要市場が力強く回復したと

はまだ言えない状況です。一方で、価格対応や供給継続、販売数量の改善により、事業としての底堅さは見えて

きています。 

 

このような市況を踏まえ、今回の 2026年通期業績予想は、上期の好調をそのまま下期に延長したものではなく、

引き続き不確実性を織り込みつつ、利益を伴う成長を目指す前提であると理解ください。 
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P9 において、主要セグメントの概況をご説明いたします。詳細は質疑に委ねますが、各セグメントについて簡単に補

足いたします。 

 

1. 日本セグメントについては、売上収益は 17.9％増収の 616億円、調整後営業利益は 65.0％増益の 89

億円となりました。汎用では建築・構造物向け高耐久製品の販売拡大や前倒し需要の取り込み、工業用・

自動車用では販売数量の増加が寄与しました。利益面では、増収効果に加えて、原材料費率と販管費率

の改善が大きく寄与しています。 

 

2. NIPSEA中国については、売上収益は 9.7％増収の 1,291億円、調整後営業利益は 187億円とほぼ

前期並みです。円換算では増収を確保したものの、TUCは中国不動産市場の低迷と消費者センチメントの

弱さを受け、現地通貨ベースで 14％減収となりました。TUB も市場低迷により 9％減収です。一方で、販

売チャネルの規律を維持し、在庫の積み増しを避け、コスト効率を高めることで、利益率を維持しています。 

 

3. NIPSEA中国以外については、売上収益は 26.4％増収の 1,249億円、調整後営業利益は 53.1％増

益の 274億円と非常に強い結果となりました。マレーシアグループ、シンガポールグループ、タイグループ、トル

コ、インドネシア、インドなど、幅広い地域で成長が見られ、増収効果や原材料費率の改善、合理化努力が

利益に結び付いています。 

 

4. DGL（太平洋）については、売上収益は 29.2％増収の 737億円、調整後営業利益は 42.9％増益の

107億円となりました。厳しい市場環境下でも、スペシャリティ・コーティング事業のシェア拡大、小規模買収、
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為替が寄与しました。DGL（欧州）については、売上収益は 19.9％増収の 501億円、調整後営業利

益は 9.6％増益の 50億円でした。フランスはほぼ前期並み、南欧・中欧はやや力強い成長となりました。た

だし、欧州全体についてはまだ回復途上という認識です。 

 

5. 米州については、売上収益は 12.2％増収の 349億円、調整後営業利益は 8.5％増益の 32億円でし

た。自動車用では新規獲得によるシェア拡大、汎用では製品値上げや為替効果が寄与しましたが、市況は

引き続き厳しい状況です。 

 

6. AOC については、売上収益は 23.0％増収の 591億円、調整後営業利益は 26.0％増益の 215億円

と、為替効果の+12％を差し引いても非常に好調でした。依然としてマクロ環境は厳しいものの、原材料価

格上昇に伴う価格対応、販売数量の増加、米州・欧州における販売数量の伸びがアジア太平洋を上回った

ことによる地域構成の良化により、利益貢献は高い水準を維持しています。AOCは PPA確定に伴う遡及

修正がありますが、調整後で見た収益力とキャッシュ創出力は引き続き非常に堅調です。 
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主なトピックスをご紹介いたします。 

 

1 つ目は、本日公表しましたウットラムグループからの欧州自動車用塗料事業の買い戻しです。 

 

本件は、2021年 8月にウットラムグループへの譲渡を公表した欧州自動車用塗料事業を当社が買い戻すもの

です。買収価額は約 4,700万ユーロ、日本円で約 85億円を見込んでいます。クロージングは 2026年 10月

中を予定しています。今回の買い戻しにより、2024年に買い戻したインド事業と併せて、ウットラムグループによる

当社グループ事業の直接保有は全て解消されます。 

 

本案件で重要なのは、単なる形式的な買い戻しではなく、MSV の観点から現時点で再取得することが最善と判

断した点です。ウットラムグループの傘下で組織再編をはじめとする再建施策が進み、業績は株式譲渡時よりも一

定水準まで回復しています。今後、自動車用塗料事業の取り組みをグローバルで加速する上で、当社グループとし

て資本関係も含めた一体運営がより望ましいと判断しました。 

 

また、本件では独立社外取締役 3名による特別委員会を設置し、少数株主利益の保護やMSVの観点から検

討しています。第三者算定機関による株式価値算定も踏まえて取得価額を決定しており、本件の審議・決議には

ゴー取締役会長は参加していません。 

 

初年度の業績インパクトは、2026年 10-12月の 3 ヵ月と軽微なものですが、2027年からは相応の回復を見

込んでいます。サイズ的に財務インパクトは限定的ですが、戦略的には意味のある一手と考えています。 
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続いて、6月末に発行した「統合報告書 2026」についてです。 

 

今年の統合報告書では、「MSVジャーニー」の現在地と今後の論点をより明確にお伝えするために、投資家の皆

様から寄せられた代表的な問いを起点に、企画、構成、編集を行いました。各セクションでは、それらの問いに対す

る当社の考え方と具体的な取り組みをご説明しています。共同社長のウィー、取締役議長の中村、私の 3者対

談を含めて、読み応えあるコンテンツを多数用意しましたので、ぜひご一読ください。 
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また、7月 23日には日本グループの組織再編について公表しています。日本ペイント・サーフケミカルズの事業を、

日本ペイント・オートモーティブコーティングスと日本ペイント・インダストリアルコーティングスへ分割・統合するもので、

効力発生日は 2027年 1月 1日の予定です。各子会社からこれまで個別に提供していた表面処理製品と塗

料製品を、グループ全体で一体的に提供できる体制へ移行します。これにより、製品開発や技術サービスをさらに

強化し、競争力と顧客満足度の向上につなげていきます。 

 

そして、第 42回企業広報賞において「企業広報功労・奨励賞」を受賞したことをご報告いたします。広報活動を

通じてステークホルダーとの信頼関係をさらに深め、従業員の当社への理解と誇りの醸成にもつなげたいと考えてい

ます。 

 

今回の第 2四半期決算は、世界中のパートナー会社の弛まぬ努力、それは原材料調達、製品供給、顧客への

サービス提供など、幅広い領域でなされたものですが、そうした努力の結果、過去最高の売上収益と調整後営業

利益を達成することができました。一方、今後についても、原材料、為替、地政学的リスクなど、引き続き注意すべ

き点もあり、各社とも下期に向けて緊張感を持って事業運営に臨んでいます。 

 

当社としては、引き続きリスクを冷静に見極めながら、調整後利益、EPS、キャッシュを着実に積み上げ、「アセット・

アセンブラー」としてMSV の実現を追求していき、投資家の皆様との建設的な対話を今後も大切にしてまいりま

す。 

 

以上、ご静聴ありがとうございました。 


